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研究成果の概要（和文）：本研究では、研究成果のプレスリリースの配布先と配布手段について、学術研究機関
とマスメディアとの間に認識の齟齬があることを、大学や研究機関等へのプレスリリースに関するアンケートと
インタビュー調査、科学記者へのインタビュー調査により、確認した。また、プレスリリースの構成項目の分析
や科学記者へのインタビュー調査により、科学記者に科学の研究成果を最適に伝えるという観点からプレスリリ
ースが備えるべき構成項目は6つに集約されることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：A survey and interviews of Japanese research organizations and interviews of
 science journalists show that there exists a gap between Japanese research organizations 
(universities and research institutions) and mass medias in relation to the preference of how and 
where press releases are distributed. Japanese research organizations prioritize their press release
 distribution to press clubs using fax machines, while science journalists use email as their 
primary news gathering tool and prefer a communication style that is tailored to the needs and 
interests of each science journalist. Additionally, analyses of press releases and interviews with 
science reporters suggest that there are at least 6 components to a press release that contribute to
 an efficient communication of research results.

研究分野： 科学コミュニケーション

キーワード： 科学コミュニケーション　広報　プレスリリース

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
科学に関する情報を非専門家にわかりやすく伝える科学コミュニケーションは、それを担う主体が多様化し、大
学や研究機関といった組織も認められるようになった。こうした組織が行う科学コミュニケーションに着目する
ことによって、学術的には組織の行う科学コミュニケーションを取り巻く社会的な構造を理解することにつなが
る。また、本研究を通して得られる知見は、大学や研究機関の実務現場においてより効果的な科学コミュニケー
ションを行うために活用できると期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 科学に関する情報を非専門家にわかりやすく伝える科学コミュニケーションは、平成 15 年頃
から注目されるようになった。さらに、平成 22 年頃からは公的資金を投じて行われる研究につ
いて、科学者はその成果を社会に広く発信することが求められるようになったことから[1]、ま
すます盛んになっている。また、科学コミュニケーションの担い手は、科学者や科学コミュニケ
ーターに加えて、大学や研究機関といった組織も認められるようになり、科学コミュニケーショ
ンの主体は多様化している。 
 大学等の学術研究機関では、サイエンスカフェや講演会のイベントの開催、科学をわかりやす
く解説する冊子やウェブサイトの制作、動画等のコンテンツ作りをはじめとして様々な活動が
行われている。中でも、新聞やテレビ、雑誌等のマスメディアに向けて、最新の研究成果を伝え
るプレスリリースの発信は大学等が行っている主要な科学コミュニケーション活動のひとつで
ある。その証拠に学術研究機関から日本国内のマスメディアに向けたプレスリリースの配信件
数は平成 17 年から平成 24 年にかけて約 30%増加し、特に平成 22 年頃からの増加は顕著である
[2]。 
 しかしながら、これまでの科学コミュニケーション研究は、科学者や科学コミュニケーターと
いった、個人の活動に注目したものが多く、個人とは別の利害関係や思惑をもった大学や研究機
関等の組織に注目した研究は世界的にも十分に進んでいない。また、プレスリリースを題材とす
る研究は欧米で盛んに行われているものの、プレスリリースの内容とニュース記事の関係に注
目したものがほとんどである。学術研究機関においてどのような体制や過程でプレスリリース
が作られ、どのような伝達経路を経てマスメディアに届けられているかを横断的に調査したも
のは皆無である。加えて、情報の受け手である記者の視点から情報が最適な形で伝わるように構
成されているプレスリリースとはどのようなものか、といった科学の研究成果を最適に伝える
プレスリリースが備えるべき項目を明らかにした研究も見られない。大学や研究機関発のプレ
スリリースを題材にした科学コミュニケーション研究は、学術的には学術研究機関とマスメデ
ィアとの関係や両者を取り巻く社会的な構造を理解することに寄与する。また、本研究を通して
得られる知見は、大学や研究機関の実務現場でより効果的なプレスリリースによる情報提供を
実現するために活用できると期待される。 
 
２．研究の目的 
本研究では、プレスリリースを介した学術研究機関とマスメディアとの関係について調査する

ことにより、組織が行う科学コミュニケーションの実態の理解を深め、大学等においてより効果
的な科学コミュニケーションの実践を促すことを目的としている。そのため、以下を行う。 
(1) 学術研究機関がマスメディアに向けて発信するプレスリリースを題材に、学術研究機関とマ
スメディアとの間の認識の齟齬の有無や原因を明らかにする。 
(2) マスメディアの記者、とりわけ科学記者に科学の研究成果を最適に伝えるという観点からプ
レスリリースが備えるべき構成項目や分量、注意点などについて検討する。 
 
３．研究の方法 
(1) 学術研究機関とマスメディアの関係：認識の不一致 
(1-1) まず、大学や研究機関において科学の研究成果を伝えるプレスリリースの周辺状況を把握
するために、全国 350 の大学や研究機関の広報部門を対象にアンケート調査を行った。アンケー
トは 22 の質問項目から構成されており、プレスリリースの作成体制、作成過程、配布手段や配
布先を中心に 2017 年現時点での状況について、回答を求めた。さらに、アンケート調査の回答
を補完する目的で、アンケートに協力いただいた 6 つの大学の広報担当者を対象に 1 時間程度
の聞き取り調査を行った。インタビューの内容は、書き起こして、内容分析のためのソフトウェ
ア ATLAS.ti を用いて、分析した[3]。 
(1-2) 次に、科学記者が大学等の研究成果に関するプレスリリースについて持っている印象や課
題について調査するために、科学記者 11 名を対象に 1.5 時間程度の聞き取り調査を行った。イ
ンタビュー調査の質問項目は、大学等のプレスリリースに関する印象や課題のほか、職歴や現在
の仕事内容、情報の入手経路について質問する内容のものであった。インタビューの内容は、書
き起こして、内容分析のためのソフトウェア ATLAS.ti を用いて、分析した。 
大学等へのアンケートとインタビュー調査から得られた結果と科学記者へのインタビュー調査

の結果を比較し、プレスリースを介した情報伝達について、学術研究機関とマスメディアとの間
で見られる認識の不一致を検討し、齟齬の原因を特定した。 
(2) 科学記者に研究成果の情報が最適に伝わるプレスリリース 
最後に大学や研究機関が配信している研究成果に関するプレスリリースが実際にどのような項

目によって構成されているか、構成項目の傾向を掴むために、2016 年(1 月〜12 月)に発出された
主要な 7 大学 900 件の研究成果のプレスリリースについて、その構成項目を分析した。プレスリ
リースのデータは、各大学のウェブサイトから収集あるいは広報担当者から取得し、共同発表等



の重複したプレスリリースを除き、3 名の目視によって構成項目を抽出した。 
 プレスリリースの構成項目の傾向と科学記者へのインタビュー調査の結果（科学記者が大学
等の研究成果に関するプレスリリースについて持っている印象や改善点）を踏まえて、科学記者
に科学の研究成果を最適に伝えるという観点からプレスリリースが備えるべき構成項目や分量、
注意点などについて提案した。 
 
４．研究成果 
(1) 学術研究機関とマスメディアの関係：認識の不一致 
以下、大学や研究機関を対象としたアンケート調査の結果と科学記者へのインタビュー調査に
ついては、学術研究機関とマスメディアとの認識の齟齬が最も顕著であった、研究成果のプレス
リリースの配布先と配布手段に焦点を当てて、報告する。 
(1-1) アンケートには 182 の大学や研究機関から回答が得られ（回答率 52%）、有効回答の内訳
は、国立大学が 71、公立大学が 41、私立大学が 43、研究機関が 27、計 180 であった。 
 大半の学術研究機関（75.4%）は、
プレスリリースを記者クラブに配
布していることがわかった。中で
も、県政や市政記者クラブといった
地元の記者クラブへの配布が最も
盛んであり（56.7%）、東京に所在す
る文科省記者会（26.7%）や科学記者
会（18.9%）よりも地元の記者クラブ
が配布先として好まれていた。さら
に、学術研究機関では、プレスリリ
ースを直接、科学記者個人へ配布す
ることは、記者クラブへ配布するこ
とよりも少ない実態が確認された
（図 1）。                          図 1 大学や研究機関等によるプレスリリースの配布先 
                  
 
 次に、配布手段については半数以
上（63.3%）がファックスを用いてお
り、また、記者クラブのボックスへ
の投函が半数近くあり（46.7%）、こ
れらの二つの方法が主要な配布手
段であることが確認された。メール
による配信は、3 分の 1 程度の学術
研究機関で実施されており(36.7%)、
その他の配布手段として記者クラ
ブの掲示板への掲載や郵送、手渡し
などが確認された（図 2）。 
 

図 2 大学や研究機関等によるプレスリリースの配布方法 
 
また、後続のアンケート調査によって、プレスリリースの配布先と配布手段には関連があり、

ファックスの使用は記者クラブの要請による対応であることが明らかになった。加えて、地元の
記者クラブへの配布が好まれる理由として、学術研究機関が地元の記者や記者クラブに配慮し
ているためであることが確認された。大学や研究機関では、総じて地元の記者クラブを念頭に置
いたプレスリリースによる情報発信がなされていた[4, 5]。 
(1-2) 科学記者へのインタビュー調査には、インタビュー当時、東京を拠点として科学ニュース
の取材活動を行う新聞社（6 名）や通信社（2 名）、放送局（1 名）、フリーランス（2 名）の科学
記者計 11 名が参加した。 
インタビューに参加した科学記者全員が、プレスリリースの主要な入手方法として、メールを

挙げた。ファックスによるプレスリリースの情報入手は昔の方法であること、現在は、プレスリ
リースが所属部署に送付される方法の一手段であること、文科省の記者クラブに常駐している
記者にとっては、主要なプレスリリースの受け取り手段であることが語られた。また、「一番印
象に残るのって、投げ込み」という文科省記者会に常駐している記者の発言からも見られるよう
に、記者クラブに常駐している科学記者にとっては、記者クラブに持ち込まれたプレスリリース
が目に留まりやすい一方で、ファックス送信されて、クラブ内の掲示板に貼り出されるプレスリ
リースには、注意が向きづらいようである。 
プレスリリースを発信する側の大学や研究機関と受け手であるマスメディアとの間で、なぜ情

報を流通させる手段について、このような認識のズレが生じているのか。アンケート調査の結果
から、大学や研究機関は、プレスリリースの配布先と配布方法は、記者クラブを念頭に置いてい
る様子が確認された。その背景には、学術研究機関には広報やプレスリリースに精通した専門家



がいないことから（93%）、記者クラブに頼らざるを得ない事情が考えうる。「自分個人にくると、
無視できない」や「常にそのテーマで追っかけてる記者に常にコンタクトしてもらって、書いて
もらうみたいなのが理想なんじゃないですかね、多分。対社というよりは…」といった複数の記
者の発言に見られるように、科学記者は、科学全般ではなく特定のテーマを追いかけていたり、
ある分野のトピックについて強みを持っていたりする。しかし、こうした記者の特性や働き方を
理解した人材が配置されていない場合、広報担当者と科学記者との個人的な関係構築には至ら
ない。つまり、プレスリリースの一応の受け皿として記者クラブが存在することから、情報を発
信する学術研究機関側が記者個人との信頼関係や関係構築まで踏み込む必要がない。記者クラ
ブという組織的な構造が、認識の齟齬に寄与しているとも言える。 
ファックスによって記者クラブに届いたプレスリリースは、クラブに常駐する記者によって選

別され、ニュース価値があると判断されたものが本社の科学部あるいはそれに相当する部署に
情報提供される。一方で、「プレスリリースは雑用です。さばく業務ね」という発言から読み取
れるように記者クラブに常駐する科学記者にとって、プレスリリースの選別作業は優先順位が
低く、時間をかけられない業務だと言える。そのため、研究成果の情報をプレスリリースを介し
て効果的にマスメディアに届ける、という観点からは、盲目的に記者クラブへプレスリリースを
送ることは得策とは言えない。他方、科学部あるいはそれに相当する部署にはそこに所属するメ
ンバーのメーリングリストが存在する場合があり、「部署アドレスだとみんなが共有して（プレ
スリリースを）見れる」という。科学記者にとってメールが主なプレスリリースの入手手段であ
ることを踏まえると、こうした部署のアドレスにプレスリリースを送る方がより多くの科学記
者に情報を届けることができ、大学等とマスメディアの間の認識の齟齬も解消できる。 
(2) 科学記者に研究成果の情報が最適に伝わるプレスリリース 
プレスリリースの構成項目を分析した結果、90%以上のプレスリリースに見られる構成項目は、

発信日、組織のロゴ、発信元の情報（組織の名称）、タイトル（見出し）、研究成果について短く
まとめた発表の概要、研究成果について詳しくまとめた発表内容、研究成果が発表される雑誌あ
るいは学会の情報、研究者の問い合わせ先、図表の 9 つの構成項目であった。また、半数以上の
プレスリリースには、プレスリリース内で使用されている専門的な表現について説明する用語
解説（74.2%）やサブタイトル（68.1%）、発表内容を箇条書きで簡潔にまとめた発表のポイント
（53.3%）が確認された。広報担当者やそれに相当する報道担当者の問い合わせ先の提供にはば
らつきが見られた（48.4%）。また、英文のプレスリリースで多用される研究者のコメントについ
ては、ほとんどのプレスリリースで確認されなかった（93.2%）。加えて、プレスリリースの平均
的な分量（長さ）は 5.0 ページ（最小値：1、最大値：20）であり、図表はひとつのプレスリリー
スあたり平均 2.8 個（最小値：1、最大値：12）確認された[6]。 
 (1-2)のインタビューでは、プレスリリースへの印象や課題を調査した結果、プレスリリースを
構成する構成項目に関する発言とプレスリリースの運用に関わる周辺事項（広報担当者の役割、
記者との関係構築や発信手段）に関する発言が見られた。以下、前者の回答を中心に紹介し、情
報の受け手である科学記者の視点から情報が最適な形で伝わるプレスリリースの構成項目に迫
る。 
 まず、プレスリリース全体の印象は「昔よりもずっとずっと、プレスリリースはだんだんよく
なってるような気がしますけど。」や「最近丁寧に書いてるのが多いと思いますけどね。」、「少な
くとも悪くなってるってことはないと思いますね。」と言った発言に見られるように、昔と比較
してよくなっている、あるいはよいという評価であった。一方で、そうした評価はあくまでもプ
レスリリースが科学記者向けのものであることを前提にしている。 

われわれ、わかる記者には面白いし、興味があるっていうのも一つあって。ただそれ
以外の人にまでどこまでわかってもらえるのかなみたいなところは。要は難しすぎる
側面があるのかなっていうことはちょっと思いますよね。 

そのため、数名の科学記者からは「正直わかりやすさはまだまだ改善の余地は、…あると思いま
す。」や「やっぱり研究者の方にとっても常識中の常識すぎることが、もうちょっと説明がない
と文系には厳しいかなっていうことはありますね。」と言った発言も認められた。また、プレス
リリースの内容については、わかりやすさに加えて研究の意義付け（「何の役に立つんですかっ
ていう質問ってすごい批判されるんですけど、あるなら書いてっては思います。」）や誤解のない
正確な書き方、5W1H が含まれている必要がある（「（わかりにくかったプレスリリースの例とし
て）この研究では何を目的にして、何をどういう実験なりをして、こういう結果が出ましたって
いうのが素直に書いていないもの。」）との声が聞かれた。その他の構成項目で言及が目立ったも
のはプレスリリースのタイトルや概要であった。よいタイトルとは、「正しいことを言ってて目
を引く（もの）」であって、目立とうとするあまり不正確であったり誤解を招くものはプレスリ
リースを発信した機関の信頼を失わせかねない。「タイトルをもっと魅力的にしていいんじゃな
いのかなっていうこと。あと要約をつけて欲しいな、タイトルの下に…今、ほとんどあるんです
けどね。」と言った意見が見られた。このように、タイトル、概要、内容はプレスリリースの重
要な構成要素として認識されていることが示唆された。 
 その他の構成項目として、学術論文の著作権を侵害することなく新聞や雑誌に自由に転載で
きる図表への言及も見られた。「よい図版が入ってるっていうのは本当にありがたいんですよ。
で、プレスリリースに出てるってことは版権関係なく安心して使えるので、それはすごくプレス
リリースのおっきい役目。」や「図とか絵があると一番いいですよね、写真とか、よく言われま



すけど…できるだけ入れたほうがいいですね、そういうの。」と言った図表の提供に対する感謝
や推奨の声が聞かれた。図表によって研究成果のわかりやすさやポイントが一目瞭然であるこ
とや「やっぱり今は科学記事って図解をすごく求められていて、とにかくわかりにくいからわか
りやすくしてくれっていう。」読者等の要望に応えられる役割がある。 
最後に分量（長さ）について、現状のプレスリリースは長いので「2 枚じゃないですか、多分理

想的。」といった意見が一部あったものの、大半は現状の長さについて特に改善を求めるような
声はなく、「長いのは全く私は構わないですね」や「削るよりは出してくれたほうがいいかな、
くらいの感覚です」と言った意見が聞かれた。電話取材を円滑にするという観点から詳細なプレ
スリリースは「（研究者と科学記者の間に）共通の土俵ができ」、「研究者に聞くのに、どっから
聞いていいのかわかんない」という問題が生じにくい。 
以上をまとめると、科学記者に科学の研究成果を最適に伝えるという観点からプレスリリース

が備えるべき構成項目として、1)タイトル、2)概要、3)発表内容、4)研究成果が発表される論文
や学会の発表情報、5)研究者の問い合わせ先、6)図の 6 つに集約されると言える。特に概要や発
表内容は、5W1H の情報が含まれている必要があり、論文の内容をそのまま貼り付けるのではな
く、非専門家向けに噛み砕いてわかりやすい言葉で説明することが求められる。さらに、研究成
果の意義付けや社会との接点についても言及することが望ましい。プレスリリースの分量につ
いては、長ければ長いほどよいわけではないものの、1 枚程度で簡潔にまとまっているよりも研
究成果の背景や位置付け等が過不足なく書かれている分量が取材する側にとっては有益である。
またプレスリリースを介した記者との円滑なコミュニケーションを図る上で、メールを主軸と
した情報提供や記者個人との関係構築は重要である。 
 なお、河野太郎行政改革担当相が 2021 年 6 月末までに府省におけるファックス使用の廃止

を求める指示を出したとの報道がなされており、今後、学術研究機関と記者クラブとのファック
スを中心とした情報伝達にも影響が及ぶ可能性が高い。また、本研究では、科学部やそれに相当
する部署が東京に置かれていることが多い点を踏まえて、東京を拠点に活動する科学記者を対
象にインタビュー調査を行った。そのため、地方の支局や地方の記者クラブの記者の見解は含ま
れていない。地方の記者は東京の記者とは別の視点を持っている可能性がある点に留意が必要
であり、今後の課題として残っている。 
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